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７ 法務関係 

ア 国民が利用しやすい司法制度の実現 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

ａ 司法試験合格者数を、年間3,000人とするた

め、平成16年にはその達成を目指すべきとして

いる1,500人程度への増員以降、法科大学院を

含む新たな法曹養成制度の整備の状況等を見

定めながら、平成22年頃にその達成を目指すべ

きとされている3,000人程度への増員に向けて

計画的かつ早期の実施を図る。 

また、実際に社会の様々な分野で活躍する法

曹の数は社会の要請に基づいて市場原理によ

って決定されるものであり、平成22年頃までに

3,000人程度に増員されても、これが上限を意

味するものではないので、この点を踏まえて、

その後のあるべき法曹人口について更なる研

究・検討を行う。 

 

 

 

計画・法

務ア①ｂ

 

調査・研究・検討 

 

①法曹人口の

大幅増員等 

（法務省） 

ｂ 司法試験合格者数の拡大について、法科大学

院を含む新たな法曹養成制度の整備状況等を

見定めながら、現在の目標（平成22年ころまで

に3,000人程度）を前倒ししてこれを達成する

ことを検討するとともに、その達成後のあるべ

き法曹人口について、法曹としての質の確保に

も配意しつつ、社会的要請等を十分に勘案し

て、更なる増大について検討を行う。 

その際、国民に対する適切な法曹サービスを

確保する観点から、司法試験の在り方を検討す

るために必要と考えられる司法試験関連資料

の適切な収集、管理に努めることとし、司法試

験合格者の増加と法曹サービスの質との関係

の把握に努める。 

 

 

 

重点・資

格 ③ ア

〔計画・

法務ア①

ｃ〕 

逐次実施 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

ａ 予備試験の実施に際しては、法科大学院修了

者と同様の素養があることを判断するための

ものであるという本来の趣旨を確保する必要

があり、したがって、新司法試験の合格率にお

いて予備試験合格者と法科大学院修了者との

間で可能な限り差異が生じないようにすべき

等との観点を踏まえつつ、両者の公平性が保た

れるように予備試験の方法や合格者数等につ

いて見直しを行っていく。 

計画・法

務ア②ａ

逐次実施(予備試験は平成23

年より実施) 

②法科大学院

非修了者へ

の司法試験

受験資格の

確保 

（法務省） 

ｂ 法曹となるべき資質・意欲を持つ者が入学

し、厳格な成績評価及び修了認定が行われるこ

とを不可欠の前提とした上で、法科大学院で

は、その課程を修了した者のうち相当程度（例

えば約７～８割）の者が新司法試験に合格でき

るよう努める。 

その際、新司法試験は、資格試験であって競

争試験ではないことに留意し、司法修習を経れ

ば、法曹としての活動を始めることができる程

度の知識、思考力、分析力、表現力等の資質を

備えているかどうかを判定する試験として、実

施し、既に実施された試験については、このよ

うな観点からの検証を行ったうえでその結果

を速やかに公表する。 

重点・資

格 ③ イ

〔計画・

法務ア②

ｂ〕 

一部措

置 

継続的に実施 

 

 ｃ 法曹を目指す者の選択肢を狭めないよう、司

法試験の本試験は、法科大学院修了者であるか

予備試験合格者であるかを問わず、同一の基準

により合否を判定する。また、本試験において

公平な競争となるようにするため、予備試験合

格者数について、事後的には、資格試験として

の予備試験のあるべき運用にも配意しながら、

予備試験合格者に占める本試験合格者の割合

と法科大学院修了者に占める本試験合格者の

割合とを均衡させるとともに、予備試験合格者

数が絞られることで実質的に予備試験受験者

が法科大学院を修了する者と比べて、本試験受

験の機会において不利に扱われることのない 

重点・資

格 ③ エ

〔計画・

法務ア②

ｃ〕 

逐次検討・実施 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

 ようにする等の総合的考慮を行う。以上によ

り、予備試験を通じて法曹を目指す者が法科大

学院修了者と比べて不利益に扱われないよう

にする。 

    

 ｄ 法科大学院における教育、司法試験、司法研

修所における教育が、法曹として必要な資質を

備え、法曹に対する社会のニーズに応えられる

能力を有する法曹の養成にとってふさわしい

在り方となっているかどうかを検証するため、

司法試験の結果についての詳細な分析を行う

とともに、関係機関の協力を得て、これと法科

大学院や司法研修所での履修状況を比較する

などの分析・検証を行い、その成果を公表する。

また、今後の選択科目の見直しの際には、科目

としての範囲の明確性や体系化・標準化の状況

等を見据えつつ、単に法科大学院での講座数な

ど受験者の供給者の体制に係る要素のみに依

拠することなく、実務的な重要性や社会的な有

用性・汎用性等を考慮し、社会における法サー

ビス需要に的確に応えるという観点をも踏ま

えて科目の追加・削除について柔軟に検討す

る。 

重点・資

格③ウ 

逐次実施 

③弁護士法第

72条の見直

し等 

（法務省、経済

産業省、財務

省） 

弁理士、税理士、司法書士など、近年法改正が

なされた結果、その行うことのできる業務に一定

の法律業務が追加された隣接法律専門職種につ

いて、規制改革委員会の「規制改革についての第

２次見解」（平成11年12月14日）及び司法制度

改革審議会の意見等を踏まえ、更なる業務拡大が

可能かどうかの観点から、これらの法律の改正後

の状況についてフォローアップを行う。 

さらに、会社から権限を付与された社員が、当

該会社の訴訟代理人となれるようにすることに

ついても、そのようにすべきであるとの指摘があ

ることを認識しつつ、引き続き検討を行う。 

計画・法

務ア⑤ 

引き続き実施 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

④国際化時代

の法的需要

への対応 

（法務省） 

今後増加すると見込まれる国際的な法的需要

に適切に対応する観点から、外国法事務弁護士

（外弁）事務所についても日本弁護士と同様の位

置付けで法人化を認めるべきであるとの指摘が

あることを踏まえ、今後の我が国における国際的

な法的需要の動向や外弁の登録数、外弁と日本弁

護士（法人を含む）との外国法共同事業の実態等

も考慮しつつ、外弁事務所の法人化について検討

を行い、結論を得る。 

計画・法

務ア⑥ 

逐次検討・結論 

⑤情報公開の

推進等 

（関係府省） 

苦情及び紛争の再発及び未然防止の役割を期

待される苦情・紛争処理機関については、消費

者・利用者保護の観点も踏まえ、個人情報の保護

及び事業者に不当な不利益を及ぼす可能性を勘

案しつつ、苦情・紛争の再発及び未然防止に資す

る処理事案の内容等を早期に公開することを検

討する。特に、国民の生命安全に直接かかわる事

案については、適時に事案（トラブルの原因究明

結果等を含めた処理事案の内容）を公表すること

を検討する。また、特に罰則が課せられるような

重大な違反事例については、個人情報等の合理的

な理由がない限り、事業者名の公表措置の活用を

検討する。 

計画・法

務ア⑨ 

引き続き検討 

⑥適正処理の

ための規範

の制定 

（関係府省) 

 

公正、効果的、かつ効率的な苦情、及び紛争処

理を行うための指針に関する国際標準化機構（Ｉ

ＳＯ）による規格制定後、各苦情・紛争処理機関

に対して、速やかにその周知を図る。 

計画・法

務ア⑬ｂ

逐次実施 
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イ 我が国経済の活性化と競争力向上のための幅広い法整備 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

①会社設立に

関する諸手

続について

の電子化 

（法務省、総務

省、財務省、

厚生労働省） 

 

起業者が会社設立に要している時間や事務負

担を大幅に削減する観点から、会社設立に関する

諸手続（会社設立登記後の各種申請等の公的手続

を含む）の電子化を引き続き一層推進する。 

計画・法

務イ④ 

継続的に実施 

②登記のオン

ラインによ

る一括申請

及び登記事

項の電子化 

（法務省） 

企業の負担を軽減する観点から、本店及び支店

の登記を一括してオンラインにより申請するこ

とができるようにする。 

【商業登記規則等の一部を改正する省令（平成16

年法務省令第22号）】 

 

計画・法

務イ⑤ 

逐次実施 

③動産・債権担

保法制の整

備による資

金調達の円

滑化 

（法務省） 

企業担保権制度等について、改善の余地が無い

かどうか検討する。 

計画・法

務イ⑭b 

引き続き検討 

④非公開会社

（株式譲渡

制限会社）が

特定の株主

から自己株

式を取得す

る際に他の

株主が自己

を売主に追

加すること

を請求でき

る期間の見

直しの要否 

（法務省） 

 

会社法施行規則29条が規定する５日前という原則

的な期間を短縮することにより定款自治のの範囲を

より狭める事とすることが株式譲渡制限会社の実情

に照らして相当であるか否かについて検討し、結論

を得る。 

重点・法

務②〔計

画・法務

イ⑲〕 

検討 結論  
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

⑤民法及び商

法における

法定利率制

度の見直し 

諸外国における法定利率の導入状況等を参考

にしつつ、我が国の法定利率を現在の固定金利か

ら変動金利へと変更することをも視野に入れて

法定利率制度の在り方の見直しに向けた検討を

開始する。 

なお、法定利率制度の見直しに当たっては、金

利の現状のほか、制度の安定性や明確性、及び関

係者の事務負担についても十分な配慮が必要で

あり、長期的かつ幅広い観点から検討する。 

重点・法

務① 

検討開

始 

  

 

 

ウ 国境を越えた「ヒト」の円滑な移動のための法整備 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

前改定計画等と

の関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

①ＩＴ技術者

に係る資格

の相互認証

等 

（経済産業省、

法務省） 

 

ＩＴ技術者などの専門的・技術的分野の業務に

従事する外国人を一層積極的に受け入れ、我が国

における高度な技術や知識を有する人材の確保

を図るため、以下の事項について実施等行う。 

ａ ＩＴ技術者に関する上陸許可基準等、外国人

受入れ関連制度の見直しを行い、引き続き所要

の措置を講ずる。 

【平成16年法務省告示第363号（平成16年８月27

日施行）】 

 

逐次実施 

（経済産業省） 

 

ｂ 我が国経済の発展に貢献する海外の高度な

人材を確保する観点から、ＩＴ技術者の資格の

相互認証については、各国の国家資格のみなら

ず、高水準の民間資格もその対象とする。 

 

計画・法務

ウ② 

逐次実施 

②海外からの

外国人転勤

者に関する

在留資格の 

周知徹底等 

（法務省） 

転勤に伴い入国する外国人について、在留資格

「企業内転勤」において求められる「就業経験１

年以上」の要件が高度な技術・知識等を有する外

国人の転勤の障害となる場合には、制度の悪用防

止にも配慮しつつ、その見直しも検討する。 

計画・法務

ウ④ 

逐次検討 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前改定計画等と

の関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

ａ 現在62職種となっている技能実習制度にお

ける対象職種について、開発途上国の技能移転

に関するニーズ、国内の受入体制等を踏まえ、

国際貢献に資する観点からも幅広く対象職種

を見直す。 

【職業能力開発促進法施行規則の一部を改正す

る省令（平成16年厚生労働省令第３号）（平成

16年４月１日施行）、引き続き逐次実施】 

 

逐次実施 ③外国人人材

育成に資す

る研修・技能

実習制度の

見直し 

（厚生労働省、

法務省） 

ｂ 研修・技能実習生の失踪などといった問題も

顕在化し、本制度が悪用されているとの指摘が

ある点も踏まえ、こうした問題の発生を防止す

る施策も併せて講ずる。 

 

計画・法務

ウ⑤ 

逐次実施 

ａ 今後我が国が歓迎すべき外国人の受入れを

一層積極的に進めるとともに、国民の治安に対

する不安に応えるべく必要なチェック・取締体

制の強化を図るためにも、入国管理体制を整備

していく。 

 

逐次実施 ④入国管理体

制の整備等 

（法務省） 

ｂ 収容施設における監視業務の民間委託も引

き続き推進し、業務の効率化等を図っていく。

 

計画・法務

ウ⑦ 

逐次実施 

⑤「技術」、「人

文知識・国際

業務」の要件

の緩和 

（法務省） 

社会の実態等を踏まえ検討し、例えば、相互認

証や客観的に技術、技能レベルを評価し得る資格

制度等を通じて現状と同等の専門性、技術性を確

保しつつ、学歴・実務経験要件を緩和することが

可能とされた分野については、随時措置する。 

 

計画・法務

ウ⑨ 

随時措置 

⑥料理人等熟

練技能者に

対する在留

要件の緩和 

（法務省） 

不法就労、不法滞在等他の犯罪の防止策等を図

りつつ、特にニーズの高い料理人等の熟練技能者

については、資格等により現状と同等の技能レベ

ルを確保しつつ、実務経験要件を緩和することが

可能とされた分野については、随時措置する。 

 

計画・法務

ウ⑩ 

随時措置 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前改定計画等と

の関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

ａ 外国人の在留に係る情報の相互照会・提供 

外国人の権利の保護及び義務の履行に係る

情報について、国及び地方の財政負担を軽減し

つつ、地方入国管理局が利用する外国人出入国

情報システムと適法な在留外国人の台帳制度

など、国の機関と地方公共団体との間におい

て、及び、法務省と厚生労働省など、国の機関

同士において、合理的な範囲で相互に照会・提

供する仕組みの整備を行う。 

重点・国際

（２）①ア

〔計画・法

務ウ⑭ａ〕

遅くとも平成21年通常国会

までに関係法案提出 

⑦在留外国人

の入国後に

おけるチェ

ック体制の

強化 

（内閣官房、警

察庁、総務

省、法務省、

外務省、財務 

省、文部科学

省、厚生労働

省、経済産業

省、国土交通

省） 

ｂ 外国人登録制度の見直し 

外国人の身分関係や在留に係る規制につい

ては、原則として出入国管理及び難民認定法に

集約し、現行の外国人登録制度は、国及び地方

公共団体の財政負担を軽減しつつ、市町村が外

国人についても住民として正確な情報を保有

して、その居住関係を把握する法的根拠を整備

する観点から、住民基本台帳制度も参考とし、

適法な在留外国人の台帳制度へと改編する。 

その際は、⑦aの外国人の在留に係る情報の

相互照会・提供が可能な仕組みと合わせて整備

する。 

なお、改編後の当該制度の目的は、現行の外

国人登録法及び日本人住民を対象とする住民

基本台帳法も参考として、外国人住民の居住関

係を明確ならしめ、在留外国人の公正な管理に

資するとともに、外国人住民の利便を増進し、

国及び地方公共団体の行政の合理化に資する

こととする。 

また、現在の外国人登録証明書に代わるもの

として、例えば、在留カードを発行する場合に

は、出入国管理及び難民認定法に規定する在留

資格認定証明書や就労資格証明書の機能も併

せて持たせることなども検討し、外国人の上陸

や在留に係る手続全体の合理化を図る。 

重点・国際

（２）①イ

〔計画・法

務ウ⑭ｂ〕

遅くとも平成21年通常国会

までに関係法案提出 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前改定計画等と

の関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

（法務省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 使用者に対する責任の明確化 

ア 不法就労者を使用する事業主への厳格な

対処 

事業主等が、雇用している外国人が在留資

格を有していないことを知らないことを理

由として不法就労助長罪の適用を免れるこ

とができるなどの問題を踏まえ、不法就労者

を雇用する事業主への厳格な対処に実効性

が高まるよう出入国管理及び難民認定法を

改正する。 

  なお、同法の改正内容は、cイの「『外国人

雇用状況報告』の内容拡充・義務化」との間

で連携を図るのと併せて、「外国人労働者の

雇用・労働条件に関する指針」による外国人

労働者の雇入れ時における使用者による在

留資格の確認を実効性あるものとする。 

 

重点・国際

（２）①ウ

（ア） 

〔計画・法

務ウ⑭ｃ〕

遅くとも平成21年通常国会

までに関係法案提出 

（厚生労働省） 

 

 

 

 

 

 

イ 「外国人雇用状況報告」の内容拡充・義務

化 

「外国人雇用状況報告」について、不法就

労の防止、雇用保険の加入促進等、職業安定

行政における必要性の観点から再整理して、

雇用対策法を改正する。改正後は、外国人を

雇用する全ての事業主に対して、国籍、在留

資格・在留期限の報告を義務づけるととも

に、その実効性を高める観点から、報告義務

の懈怠や虚偽報告に対する罰則についても

雇用対策法や雇用保険法における現行規定

との均衡を図りつつ、併せて措置する。 

なお、報告先は従来どおり公共職業安定所

とし、様式や時期についても雇用保険被保険

者資格に係る手続と同様とするなど、事業主

の事務負担には十分に配慮する。 

また、収集した情報は出入国管理行政にお

ける効果的な在留管理の実施や、社会保険加

入の徹底につながるよう活用する。 

重点・国際

（２）①ウ

（イ） 

〔計画・法

務ウ⑭ｄ,

別表２－

８〕 

措置 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前改定計画等と

の関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

 さらに、「外国人労働者の雇用・労働条件

に関する指針」に規定されている事項のう

ち、必要な事項を法的根拠のある指針に位置

付けることについては、外国人労働者の雇入

れ時における使用者による在留資格確認義

務の実効性が上がるよう、アの「不法就労者

を使用する事業主への厳格な対処」に係る出

入国管理法及び難民認定法の改正の方向性

をも念頭に置きつつ、結論を得、速やかに措

置する。 

 

   

（法務省） 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ 使用者以外の受入れ機関等に対する責任の

明確化 

「入国・在留審査要領」（平成 17 年７月 26

日法務省管在第3260 号通達）において、就学

生や留学生が学ぶ教育機関に対して、その在籍

状況を地方入国管理局向けに定期的に報告す

ることを任意で求めている取扱いを、出入国管

理及び難民認定法の関連法令へと格上げを図

り実効性を高める。 

格上げに当たっては、⑦cイの外国人雇用状

況報告の対象とならない雇用関係のない者（研

修生等）も含み、不適正な事案が判明した場合

の対処、資格ごとに異なると考えられる徴求事

項への対応を可能とする随時照会・回答といっ

た手法についても規定する。 

重点・国際

（２）①エ

〔計画・

法務ウ⑭

ｅ〕 

⑦abの関係法施行までに措

置 

（法務省、関係

府省） 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ 在留資格の変更及び、在留期間の更新許可の

ガイドライン化並びに不許可事例の公表等 

当初の上陸許可から一定の期間が経過した

後に申請される在留資格の変更、及び在留期間

の更新の許可においては、法務大臣の自由な裁

量を認めつつも、出入国管理及び難民認定法第

22条、及び「永住許可に関するガイドライン」

に倣って、「素行が善良であること」及び「独

立の生計を営むに足りる資産又は技能を有す

ること」、かつ「その者の在留が日本国の利益

重点・国際

（２）①オ

〔別表２

－７〕 

ガイドライン化は平成19年

度措置、不許可事例の公表は

平成19年度以降逐次措置、情

報収集の在り方は⑦aの関係

法施行までに検討、結論 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前改定計画等と

の関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

 に合する」との事情を考慮し、運用の明確化と

透明性向上を図る観点から、その内容をガイド

ライン化するとともに、許可されなかった事例

についても併せて公表する。 

なお、考慮する事項としては、出入国管理行

政の透明性の向上に加え、各市町村や関係行政

機関における行政事務の遂行・窓口事務の円滑

化の観点から、ア 国税の納付状況、イ 地方

税の納付状況、ウ 社会保険の加入状況、エ

雇用・労働条件、オ （家族が同時に滞在して

いる場合には）子弟の就学状況、カ （在留資

格の特性に応じ）日本語能力等をガイドライン

において明示的に表記すべきであるが、列挙し

た事項を外形的に利用することについては、徴

収猶予等の付随する状況を慎重に判断して運

用することにも留意して措置する。 

特に、オの子弟の就学状況に関しては、どの

ような場合に在留資格の変更、及び在留期間の

更新に係る要件を充足したと認めるかどうか

といった点だけでなく、不就学外国人児童生徒

支援事業のほか、外国人児童・生徒に学習の機

会を確保する方策について、関係者のコスト負

担のあり方にも留意しつつ、幅広く検討を行

う。 

さらに、カの日本語能力に関しても、我が国

においては各地の国際交流協会等が中心とな

って在留外国人に日本語教育機会を提供する

現状にあって、地域日本語教育支援事業、ＪＳ

Ｌカリキュラム（日本語を第２言語として学習

するカリキュラム）の開発に加え、我が国の受

入れ機関の関与の在り方、送出し国における態

勢の構築支援など、同様に幅広く検討する。 

また、例示した諸情報は、外国人本人に書類

の提出を求めることによる既存の制度で取得

しうる情報を有効に活用しつつ、国の機関同

士、及び国の機関と地方公共団体との間で我が
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前改定計画等と

の関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

 国における外国人の権利の保護及び義務の履

行に係る情報を効果的かつ効率的に収集する

ことが可能となるよう、⑦aの「外国人の在留

に係る情報の相互照会・提供」に係る関係法令

施行までに検討し、結論を得る。 

 

  

（法務省） f 永住許可を得た外国人に対する在留管理の

在り方等 

⑦c イの「『外国人雇用状況報告』の内容拡

充・義務化」により収集された情報の活用や、

例えば、在留カードを発行する場合には、地方

入国管理局での在留カードの確認申請期間を

設けるなどの方法で、一定期間ごとに永住許可

を得た外国人の在留状況をチェックし、在留実

績がない者等に対して入国・在留管理上の規制

を行うことについて検討し、結論を得る。 

 

重点・国際

（２）①カ

⑦abに係る関係法案提出ま

でに検討、結論 

⑧ 外 国 人 研

修・技能実習

制度に係る 

法令の整備 

（法務省、厚生

労働省） 

ａ 実務研修中の法的保護の在り方 

研修・技能実習制度の見直しの中で、在留資

格「研修」の在留活動の一部である実務研修中

の研修生が、実質的な低賃金労働者として扱わ

れる等労働に従事させられることなく、制度本

来の目的である技能移転が適正に行われ、か

つ、研修手当が適切に支払われるよう、その法

的保護を図るために必要な措置を講ずる。 

重点・国際

（２）②ア

［計画・法

務ウ⑯］ 

⑧bの関係法施行までに措置

 ｂ 技能実習生に係る在留資格の整備 

技能実習生の安定的な法的地位を確立する

観点から、出入国管理及び難民認定法別表第一

に、技能実習に係る在留資格を早急に整備す

る。 

重点・国際

（２）②イ

［計画・法

務ウ34］ 

遅くとも平成21年通常国会

までに関係法案提出 

 c 法令以外の規定に基づく規制等の見直し 

受入れ機関等の研修生及び技能実習生に対

する監理責任について、現在有効な規制である

「技能実習制度に係る出入国管理上の取扱い

に関する指針」、「技能実習制度推進事業運営基

本方針」、「研修生及び技能実習生の入国・在留

重点・国際

（２）②ウ

［計画・法

務ウ34］ 

 

⑧bの関係法施行までに措置
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前改定計画等と

の関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

管理に関する指針」においては法的な位置付け

が曖昧で担保措置が不十分であることから、こ

れら諸規定を出入国管理及び難民認定法関連

の政省令へと格上げを行う。 

その際は、受入れ機関に対する不正行為を認

定する基準をより明確化するとともに、当該不

正行為の程度や内容に応じて、例えば、重大な

不正行為については新規受入れ停止期間を5年

に延長するなどして、規制の実効性を向上させ

ることについても併せて措置する。 

⑨「技術」、「人

文知識・国際

業務」の運用

の明確化 

（法務省） 

「技術」、「人文知識・国際業務」の在留資格の

下で行うことができる業務として、具体的にどの

ようなものが含まれるかについて、典型的な業務

の事例を公表して、申請者の予見可能性を高める

と共に、出入国管理関係法令の運用の明確化及び

透明性の向上を図る。 

重点・国際

（２）③ 

逐次実施 

⑩「企業内転

勤」における

活動範囲の

見直し（法務

省） 

企業内転勤の形態で、本邦の事業所において在

留資格「研究」の活動に従事しようとする外国人

について、申請に係る転勤の直前に外国にある本

店、支店その他の事業所において１年以上継続し

て在留資格「研究」の項に掲げる業務に従事して

いる場合には、在留資格「研究」に係る要件を満

たしていない場合においても、我が国への入国・

在留が可能となるよう措置する。 

重点・国際

（２）④ 

検討、

結論 

措置  

⑪永住許可・不

許可事例の

公開の充実 

（法務省） 

永住を希望する外国人の許可要件に関する予

見可能性を高めるため、永住に関する許可事例、

不許可事例を、例えば各々100事例ずつ蓄積する

までの間、事例を追加する等、充実する。 

計画・法務

エ① 

逐次実施 

⑫高度人材の

移入に資す

る在留期間

の見直し 

（法務省） 

我が国の経済等に貢献する知識や技術を有す

る高度な人材について、安定的に事業等に専念す

るには短期間であるとの指摘がある他、その受入

れ数は伸び悩んでいる中で、政府方針に沿って積

極的な受入れを促進するための施策の一つとし

て、在留資格取消し制度の運用状況の安定、新た

な在留管理制度の構築を前提に、在留資格毎の特

性に応じ、外国人の勤務先に一定の要件を設ける

重点・国際

（２）⑤ 

[計画・法

務エ④] 

遅くとも平成21年通常国会

までに関係法案提出 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前改定計画等と

の関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

などの措置も講じた上で、在留期間の上限を５年

程度に引き上げる。 

⑬高度人材の

移入に資す

る再入国許

可制度の見

直し 

（法務省） 

新たな在留管理制度の構築を前提として、諸外

国における高度人材向けの処遇の在り方や在留

資格毎の特性なども踏まえつつ、再入国許可制度

の見直しについて措置する。 

重点・国際

（２）⑥ 

 

検討、

結論 

遅くとも新たな在

留管理制度の構築

に係る関係法令の

施行までに措置 

⑭ＡＢＴＣの

発行数の増

大に向けた

取組の推進 

（外務省） 

経済のグローバル化が進む中で、ＡＰＥＣ域内

のヒトの移動を円滑にするため、ＡＢＴＣ制度を

積極的に活用するよう、より一層の周知措置等を

講ずるとともに、初年度の発行実績を踏まえ円滑

な発行に向けた発行手続の見直しを図る。 

計画・法務

ウ26 

逐次実施 

⑮短期滞在査

証の申請に

おける身元

保証書の免

除 

（外務省） 

中国人、ロシア・ＮＩＳ諸国人が短期滞在査証

を申請する場合、原則身元保証書の提出が必要で

あるが、招へい人が国の独立行政法人の研究機関

で一定の地位にある者で、学会参加等業務上、中

国、ロシア・ＮＩＳ諸国の研究者を招へいする場

合には、身元保証書の提出を省略可能とする。 

別表4-607 措置   

 


